
�愛媛県告示第１０１５号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に

関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基

礎額の最低限度額及び最高限度額（平成５年４月愛媛県告示

第５７６号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行す

る。

改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害

補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項

の補償基礎額の最低限度額及び最高限度額の規定は、平成１４

年４月１日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及

び遺族補償年金（以下「年金たる補償」という。）に係る補

償基礎額並びに同日以後に支給すべき事由が生じた休業補償

に係る補償基礎額について適用し、同日前の期間に係る年金

たる補償に係る補償基礎額及び同日前に支給すべき事由が生

じた休業補償に係る補償基礎額については、なお従前の例に

よる。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

表中

４，３３７円 １３，３６１円

５，３４７円 １３，３６１円

６，２１６円 １３，４０５円

７，０５７円 １６，８４５円

７，４７３円 １９，３４９円

７，５１７円 ２１，６８６円

７，４２３円 ２２，８３６円

７，２０５円 ２４，５４４円

６，６３２円 ２４，１６８円

４，５３７円 ２０，８２６円

４，２７０円 １５，２８３円

４，２７０円 １３，３６１円

「 ４，２５０円 １３，４０８円

５，３１６円 １３，４０８円

６，１６４円 １３，４４２円

６，８６９円 １６，５８５円

７，３５０円 １９，３８０円

７，３２５円 ２１，６６８円

７，２５７円 ２２，６８１円

７，０４７円 ２４，３８８円

６，４１１円 ２３，４６７円

４，４１３円 １９，６８７円

４，２５０円 １４，８７５円

４，２５０円 １３，４０８円

「

を に改

」 」

める。

�愛媛県告示第１０１６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び新

居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する

。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

新居浜電子株式会社

新居浜市王子町１番１号

代表取締役社長 糸井 政道

２ 事業場の名称及び所在地

新居浜電子株式会社

新居浜市王子町１番１号

３ 特定施設に関する事項

� ＲＴＲめっき２号機

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１６０キログラム

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後２週間後

使用開始の予定年月日 完成後直ちに
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� 化学研磨装置

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 汚水処理施設�

� 汚水処理施設�（イオン交換系）

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ８．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５未満

最大 ５未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ２０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．５

最大 ２．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２

最大 １５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリ
による表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４８０キログラム

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後１ヶ月後

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ９．０～１１．０

最大 ８．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５未満

最大 ５未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 ２０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．５

最大 ２．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８

最大 ３２

設 置 年 月 日 昭和６２年３月１０日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 物理処理

処 理 施 設 の 構 造 鋼製エポキシライニング及び強化プラ
スチックライニング製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法

中和槽 縦０．８メートル 横０．８メー
トル 高さ０．８メートル×２
基

凝集槽 縦０．８メートル 横０．８メー
トル 高さ０．８メートル×２
基

沈降槽 直径 ３メートル 高さ３．５
メートル
直径１．９メートル 高さ３．５
メートル

ｐＨ調整槽 縦１．６メートル 横１．６
メートル 高さ１．７メー
トル

処 理 施 設 の 能 力
１日当たりの処理量
・中和処理系：６０立方メートル
・ｐＨ調整系：５５０立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和凝集法

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目
処 理 前

処 理 後
中和処理系 ｐＨ調整系

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
０．７～１．５
最大
０．５～１．２

通常
２．５～３．５
最大
２．０～４．０

通常
６．５～７．５
最大
６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２０

通常
２未満
最大
２未満

通常
２未満
最大
２未満

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９

最大 １０

通常
５未満
最大
５未満

通常
５未満
最大
５未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

通常
１未満
最大
１未満

通常
１未満
最大
１未満

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常
０．１未満

最大
０．１未満

通常
０．１未満

最大
０．１未満

通常
０．１未満

最大
０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４

最大 ２８

通常 ８３

最大 １０７

通常 ８３

最大 １０７

設 置 年 月 日 平成１３年３月１５日

愛 媛 県 報平成１４年５月２１日 第１３５７号

６２０



	 汚水処理施設�（蒸留系）

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

１号排水口

�愛媛県告示第１０１７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び新

居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する

。

処 理 施 設 の 種 類 物理処理、化学処理

処 理 施 設 の 型 式 物理処理、化学処理

処 理 施 設 の 構 造 鋼製ラバーライニング

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
活性炭吸着塔 直径１．２メートル 高

さ２．４メートル
イオン交換塔 直径０．８メートル 高

さ２．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性炭吸着＋イオン交換

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ８．９～９．５

最大 ８．０～１０．０

通常 ６．５～７．５

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２未満

最大 ２未満

通常 ２未満

最大 ２未満

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５未満

最大 ５未満

通常 ５未満

最大 ５未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

通常 １未満

最大 １未満

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．１未満

最大 ０．３

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３３

最大 １５３

通常 １３３

最大 １５３

設 置 年 月 日 平成１３年３月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 物理処理

処 理 施 設 の 構 造 鋼製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
蒸留槽 縦 ４メートル 横５．６９メー

トル 高さ４．５メートル
乾固槽 縦２．６５メートル 横２．７５メ

ートル 高さ２．７メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１２０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 蒸留

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ０．７～１．５

最大 ０．５～１．２

通常 ６．５～７．５

最大 ６．０～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ２０

通常 ２未満

最大 ２未満

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５未満

最大 ５未満

通常 ５未満

最大 ５未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 ３

通常 １未満

最大 １未満

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９４

最大 １０７

通常 ８９

最大 １０２

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．２

最大 ９．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １０未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．２

最大 ５．６

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．１７

最大 ０．５２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９０

最大 ３４０

�������
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平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

日本キャタリストサイクル株式会社

新居浜市磯浦町１６番９号

代表取締役社長 相羽 宏冶

２ 事業場の名称及び所在地

日本キャタリストサイクル株式会社 新居浜事業所

新居浜市磯浦町１６番９号

３ 特定施設に関する事項

� 廃ガス洗浄施設（既設）

� 湿式集じん施設（既設）

	 産業廃棄物焼却施設（既設）

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 廃ガス処理排水施設

特 定 施 設 の 種 類
ダイオキシン類対策特別措置法施行令
（平成１１年政令第４３３号。以下「政令
」という。）別表第２第７号のイ 廃
ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり４５，０００ノルマル立方メー
トル処理

設 置 年 月 日 平成１０年２月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．０～９．０

最大 ５．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，２００

最大 ２，０００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２７

最大 ３７

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第２第７号のロ 湿式集じん
施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり４５，０００ノルマル立方メー
トル処理

設 置 年 月 日 平成１０年２月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ２．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，２００

最大 １，６００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７００

最大 ２，０００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３

最大 １６

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第７１号の４ 廃
棄物焼却施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２トン処理

設 置 年 月 日 平成１４年２月２１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 －

最大 －

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 －

最大 －

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 －

最大 －

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 －

最大 －

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 －

最大 －

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 －

最大 －

備考 特定施設から汚水等は排出されない。

設 置 年 月 日 平成１０年２月１日
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� Ｍｏ排水処理施設

	 アンモニア排水処理施設

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 吸着方式

処 理 施 設 の 構 造 ポリエチレン

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
活性炭塔：直径１．１０６メートル 高さ
１．１６メートル×２基
キレート樹脂塔：直径１．０メートル
高さ０．７１メートル×２基

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 吸着方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．０～９．０

最大 ５．０～１０．０

通常 ５．０～９．０

最大 ５．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １，２００

最大 １，６００

通常 ８００

最大 １，２００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ５０

通常 ２０

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

通常 １．０未満

最大 １．０未満

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

通常 １．０未満

最大 １．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２７

最大 ３７

通常 ２７

最大 ３７

設 置 年 月 日 平成１０年２月１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 キレート吸着方式

処 理 施 設 の 構 造 ポリエチレン

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 吸着塔：直径１．４メートル 高さ２．６
メートル×４基

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３２０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 キレート吸着方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ０．０～２．０

最大 ０．０～２．０

通常 ０．０～２．０

最大 ０．０～２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 １００

通常 ２０

最大 １００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 １００

通常 ２０

最大 １００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０

最大 ９０

通常 ４０

最大 ９０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

通常 １．０未満

最大 １．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５４

最大 ２１０

通常 １６１

最大 ２１９

設 置 年 月 日 平成１０年２月１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 蒸留方式

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 脱気塔：直径０．８メートル 高さ９．６
メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１７５立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 蒸留方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５，３００

最大 ７，０００

通常 ２０

最大 １００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 １００

通常 ２０

最大 １００
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 総合排水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�愛媛県告示第１０１８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び西

条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役社長 福島 孝一

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社東予工場

西条市船屋字新地乙１４５番地１

３ 特定施設に関する事項

� 除害吸収塔

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１，０００

最大 １３，０００

通常 ４０

最大 ９０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

通常 １．０未満

最大 １．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３１

最大 １７８

通常 １５４

最大 ２１０

設 置 年 月 日 平成１０年２月１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 中和凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 構 造 ポリエチレン

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦３７メートル 横２１メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり７２０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～１３

最大 １．０～１３

通常 ６．０～８．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６１

最大 １３６

通常 ２０

最大 ２４

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５

最大 １４６

通常 ３５

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３

最大 ５０

通常 １３

最大 ３０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

通常 １．０未満

最大 １．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４６６

最大 ６３５

通常 ４９８

最大 ６８０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５．０

最大 １８．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２６．０

最大 ３５．０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．０

最大 ２１．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １．０未満

最大 １．０未満

ダイオキシ
ン類（単位
１リット

ルにつき�
－ＴＥＱ）

通常 ５．０未満

最大 ５．０未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７０２

最大 ９８５

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。以下「政令」という。）別
表第１第６２号 ホ廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１６５，０００ノルマル立方メ
ートル

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 平成１５年６月３０日

使用開始の予定年月日 平成１５年７月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

�������
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� 除害ミストコットレル

	 環集ミストコットレル

４ 汚水等の処理施設に関する事項

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７

最大 ７

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０

最大 ４５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２００

最大 ５００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １０

最大 ２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８

最大 ２３

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６２号 ヘ湿式集じん施
設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１７０，０００ノルマル立方メ
ートル

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 平成１５年６月３０日

使用開始の予定年月日 平成１５年７月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １～２

最大 １～２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １００

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 ４０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １

最大 ２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ５

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６２号 ヘ湿式集じん施
設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１６５，０００ノルマル立方メ
ートル×３基

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 平成１５年６月３０日

使用開始の予定年月日 平成１５年６月３０日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ０．５～３

最大 ０．５～３

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 ５，０００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １０

最大 ２０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４

最大 ２０

設 置 年 月 日 平成１３年１１月３０日

処 理 施 設 の 種 類 中和沈殿方式

処 理 施 設 の 型 式 中和、酸化、凝集沈殿、中和

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製、ＦＲＰ、ステン
レス

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦２９メートル 横３９メートル
高さ１３メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，０００立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 内港２号排水口

� 内港３号排水口

�愛媛県告示第１０１９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び新居浜市役所において告示の

日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

新居浜電子株式会社

新居浜市王子町１番１号

代表取締役社長 糸井 政道

２ 事業場の名称及び所在地

新居浜電子株式会社

新居浜市王子町１番１号

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第６５号 酸又はアルカリによる表面処理施設、第６６号

電気めっき施設

４ 変更しようとする事項の内容

汚水等の処理方法等の変更

５ 汚水等の処理施設に関する事項

� 汚水処理施設�

� 汚水処理施設�（イオン交換系）

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ０．５～３．０

最大 ０．５～３．０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １５０

最大 ３００

通常 １０．２

最大 １４．１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５０

最大 ４００

通常 １０

最大 ２５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ６０

通常 １０

最大 ６０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １０

最大 ２０

通常 １

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，２００

最大 ２，０００

通常 １，２００

最大 ２，０００

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．５

最大 ３．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．５

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．５

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７０，８００

最大 ２２２，０４０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．６

最大 ４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．５

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．５

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２８８，９００

最大 ３６６，０００

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

変 更 前 変 更 後

汚水等の１

日当たりの

量（単位

立方メート

ル）

処理前
処理後

処理前
処理後

中和
処理系

ｐＨ
調整系

中和
処理系

ｐＨ
調整系

通常
１０
最大
２０

通常
６０
最大
８０

通常
６０
最大
８０

通常
１４
最大
２８

通常
８３
最大
１０７

通常
８３
最大
１０７

変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

処理前 処理後 処理前 処理後

通常
１５０
最大
１７０

通常
１５０
最大
１７０

通常
１３３
最大
１５３

通常
１３３
最大
１５３
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	 汚水処理施設�（蒸留系）

６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

１号排水口

�愛媛県告示第１０２０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び西条市役所において告示の日

から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役社長 福島 孝一

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社東予工場

西条市船屋字新地乙１４５番地１

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第６２号非鉄金属製造業の用に供する施設 ヘ湿式集じん

施設

４ 変更しようとする事項の内容

汚水等の処理方法等の変更

５ 汚水等の処理施設に関する事項

汚水処理施設

６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 内港１号排水口

� 内港２号排水口

変 更 前 変 更 後

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

処理前 処理後 処理前 処理後

通常
１０５
最大
１２０

通常
１００
最大
１１５

通常
９４
最大
１０７

通常
８９
最大
１０２

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １５

通常 ３．２

最大 ９．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １０未満

通常 １未満

最大 １０未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７．４

最大 １３

通常 ３．２

最大 ５．６

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．２７

最大 ０．８２

通常 ０．１７

最大 ０．５２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２００

最大 ２８０

通常 ２９０

最大 ３４０

変 更 前 変 更 後

処理施設に
よる処理前
及び処理後
の汚水等の
汚染状態の
値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１５０．０
最大
３００．０

通常
９．６
最大
１２．２

通常
１５０．０
最大
３００．０

通常
１０．２
最大
１４．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
８００
最大
２，０００

通常
８００
最大
２，０００

通常
１，２００
最大
２，０００

通常
１，２００
最大
２，０００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３．０

最大 ９．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ５０

廃止
全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １５

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １

最大 ３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，０００

最大 １，３００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．５

最大 ３．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

雨水排水口

通常 １０

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．５

最大 １０
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	 内港３号排水口

�愛媛県告示第１０２１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、伊豫郡大谷池土地改良区から次のとおり役員が就任

した旨の届出があった。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

�愛媛県告示第１０２２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、松山市東長戸土地改良区から次のとおり役員が就任

し、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�愛媛県告示第１０２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、松山市畑寺土地改良区から次のとおり役員が退任し

た旨の届出があった。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�愛媛県告示第１０２４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、土居町藤原土地改良区から認可申請のあった新たな

土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・苅屋地区

）の施行を平成１４年５月９日認可した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０２５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定

により、宇摩郡土居町大字小林地域に係る県営土地改良事業

計画を定めたので、同条第５項の規定により、次のとおり当

該土地改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・尾山地区）計画

書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年５月２２日から６月１８日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

�愛媛県告示第１０２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、松山市平井町地域に係る県営土地改良事業計画

を変更したので、同条第６項において準用する同法第８７条第

５項の規定により、次のとおり土地改良事業変更計画書の写

しを縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・逆瀬地区）変更

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．５

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７０，８００

最大 ２２２，０４０

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．６

最大 ４．１

通常 ２．６

最大 ４．２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ５０

通常 １０

最大 ５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５

最大 １５

通常 ２．５

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 １

最大 ３

通常 ０．５

最大 ２．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２１２，６００

最大 ２７４，６２０

通常 ２８８，９００

最大 ３６６，０００

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 水 口 武 夫 伊予市上三谷１０９０番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 仲 田 靖 松山市東長戸三丁目７番４３号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 本 貞 男 松山市東長戸二丁目１１番６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 本 文 俊 松山市畑寺二丁目１１番２号
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計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年５月２２日から６月１８日まで

３ 縦覧場所

松山市役所

�愛媛県告示第１０２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の

規定により、北宇和郡三間町、広見町及び日吉村地域に係る

県営土地改良事業計画を変更したので、同条第６項において

準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改

良事業変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備事業・鬼北地区）変

更計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年５月２２日から６月１８日まで

３ 縦覧場所

三間町役場、広見町役場及び日吉村役場

�愛媛県告示第１０２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、土居町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・干拓地区）の施行に平成１４

年５月９日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０２９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、土居町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・琴平地区）の施行に平成１４

年５月９日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、土居町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・干拓東地区）の施行に平成

１４年５月９日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、玉川町から協議のあった町営土地改良事業（ほ

場整備事業・法界寺地区）の施行に平成１４年５月９日同意し

た。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、川内町から協議のあった町営土地改良事業（た

め池等整備事業・黒岩地区）の施行に平成１４年５月８日同意

した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（かんがい排水）・西之浦地区）の施

行に平成１４年５月１日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・中組地区）の施行に平成１４

年５月１日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・帯石地区）の施行に平成１４

年５月１日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・広瀬地区）の施行に平成１４

年５月１日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、野村町から協議のあった町営土地改良事業（農

業用道路整備事業・野村東地区）の施行に平成１４年５月９日

同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第１０３８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、野村町から協議のあった町営土地改良事業（農

業用用排水施設整備事業・野村東地区）の施行に平成１４年５

月９日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第１項の

規定により、朝倉村から協議のあった村営土地改良事業（土

地改良総合整備事業・万丁地区）の計画の変更に平成１４年５

月８日同意した。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０４０号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により

公告する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０４１号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条

第２項（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。

）の規定に基づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底び

き網漁業の許可又は起業の認可を申請すべき期間を次のよう

に定める。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１４年５月２１日から６月３日まで

�愛媛県告示第１０４２号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条

第２項（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。

）の規定に基づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき

網漁業の許可又は起業の認可を申請すべき期間を次のように

定める。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１４年５月２１日から６月３日まで

�愛媛県告示第１０４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０４４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ふるさと農道緊急整備事業 神戸地区 平成７年３月２８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 和気衣山線 松山市安城寺町２１６番５
旧 １１．０～１１．７ ０．０１２

新 １１．７～１２．０ ０．０１２

〃 〃 松山市安城寺町８５番３
旧 １１．６～１２．０ ０．０１４

新 １２．０ ０．０１４

〃 〃
松山市西長戸町３７８番１地先から

同町３８３番７地先まで

旧 ９．５～１２．０ ０．１０５

新 １２．０ ０．１０５
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�愛媛県告示第１０４５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０４６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０４７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 和気衣山線 松山市安城寺町２１６番５ 平成１４年５月２１日

〃 〃 松山市安城寺町８５番３ 〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長井方堀江線
松山市東大栗町乙９６８番１０から

同町乙１０７６番３まで

旧 ３．０～１０．５ ０．４７８

新 ７．１～５５．０ ０．３９１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長井方堀江線
松山市東大栗町乙９６８番１０から

同町乙１０７６番３まで
平成１４年５月２１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 中島環状線
温泉郡中島町大字宇和間甲１３７０番１から

同大字甲１３７１番１まで

旧 ４．４～７．５ ０．０７２

新 ８．３ ０．０７２

��������������

��������������

��������������

��������������

愛 媛 県 報平成１４年５月２１日 第１３５７号

６３１



�愛媛県告示第１０５２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

温泉郡川内町大字南方字川上５２２番３及び５２３番１並び

に５２２番３、５２３番１地先農道及び５２２番３、５２３番１地

先水路

２ 申請人の住所氏名

松山市東石井町３７９番地１

大憲

代表者 工藤 憲彦

３ 図面省略

�愛媛県告示第１０５３号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

温泉郡川内町大字北方字田中３１０９番２

�愛媛県告示第１０４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 内子双海線
伊予郡双海町大字高岸乙１０９７番２から

同大字乙１０８５番３地先まで

旧 ８．０～１４．０ ０．０５３

新 １３．０～２０．０ ０．０５３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子双海線
伊予郡双海町大字高岸乙１０９７番２から

同大字乙１０８５番３地先まで
平成１４年５月２１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 美砂子郡線
宇和島市戸島２４６８番から

同市戸島２４８６番４まで

旧 ３．５～１１．６ ０．０８２

新 １０．０～２７．５ ０．０８２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美砂子郡線
宇和島市戸島２４６８番から

同市戸島２４８６番４まで
平成１４年５月２１日
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２ 申請人の住所氏名

松山市藤原二丁目２番２０号

有限会社 ふくや商会

取締役 益野 正二

３ 図面省略

�愛媛県告示第１０５４号
指定金融機関等の名称、位置、取り扱う事務の範囲等（昭

和４８年９月愛媛県告示第８２２号）の一部を次のように改正し

、告示の日から施行する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

一の項�２の表位置の欄中「今治市常盤町四丁目２の１」
を「今治市共栄町二丁目３番地１」に改める。

�公 告

愛媛県立農業大学校入学試験の実施について

平成１５年度愛媛県立農業大学校入学試験を次のとおり実施

する。

平成１４年５月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入学試験の区分

養成部門及び専攻科

２ 入学試験の期日

� 養成部門

ア 一般入学試験

平成１５年１月２２日（水） 学科試験及び面接試験

イ 推薦入学試験

平成１４年１１月２１日（木） 学科試験及び面接試験

� 専攻科

平成１５年１月１６日（木） 学科試験及び面接試験

３ 入学試験の場所

松山市下伊台町１５５３番地

愛媛県立農業大学校

４ 募集人員、修業年限及び入学資格

� 養成部門

� 専攻科

５ 学科試験科目

� 養成部門

ア 一般入学試験

必須科目 国語�
選択科目 現代社会又は農業経営のうち１科目、数

学�又は農業基礎のうち１科目及び化学
�Ａ、化学�Ｂ、生物�Ａ又は生物�Ｂ
のうち１科目

イ 推薦入学試験

小論文

� 専攻科

ア 必須科目 農業経営

イ 選択科目 作物、園芸又は畜産のうち１科目

６ 入学願書受付期間

� 養成部門

ア 一般入学試験

平成１４年１２月１０日（火）から ２４日（火）まで

イ 推薦入学試験

平成１４年１１月１日（金）から １２日（火）まで

� 専攻科

平成１４年１２月１０日（火）から ２４日（火）まで

	 郵送による場合は、養成部門及び専攻科とも当該受付

期間の締切日までの消印があるものは、受け付ける。

７ 受験手続

入学願書に次に掲げる書類等を添えて愛媛県立農業大学

校長に提出すること。ただし、�に掲げる書類は、出願し
ようとする年度（以下「出願年度」という。）又はその前

年度内に学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく高等

学校若しくは中等教育学校を卒業した者又は通常の課程に

よる１２年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程

によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）及

び出願年度内にこれらの学校を卒業する見込みの者又はこ

れらの学校教育を修了する見込みの者にあっては、添える

ことを要しない。

� 最終学校の調査書

� 健康診断書（出願年度又はその前年度内に保健所又は

病院で診断を受けて作成したもの）

	 写真（出願前６箇月以内に正面から撮影した無帽の上

半身像で５センチメートル平方形のもの）


 養成部門への推薦入学を希望する者にあっては、出身

高等学校の長の推薦書

� 専攻科の受験を希望する者にあっては、入学選考料と

して２，２００円の愛媛県収入証紙

８ その他入学試験の詳細については、愛媛県立農業大学校

公 告

課 程 農産園芸課程 果樹園芸課程 畜産課程

コース
野菜複合コース

花き複合コース

かんきつコース

果樹複合コース

大中家畜コース

養鶏コース

修業年限 ２年 ２年 ２年

募集人員 ４０人 ３０人 １０人

入学資格 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第５６条第１項
の規定に該当する者

種 類 農産専攻 園芸専攻 果樹専攻 畜産専攻

修業年限 ２年 ２年 ２年 ２年

募集人員 各専攻合わせて１０人

入学資格

次のいずれかに該当する者
� 短期大学（学校教育法第６９条の２に規定する
大学をいう。）において農業に関する正規の課
程を修めて卒業した者

� 都道府県立農業講習所において農業に関する
正規の課程を修めて卒業した者

	 都道府県立農業者研修教育施設養成部門（農
林水産大臣と協議して設置されたものに限る。
）において農業に関する正規の課程を修めて卒
業した者


 �から	までに掲げるもののほか、知事がこ
れらの者と同等以上の学力を有すると認めた者
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に問い合わせること。

平成１４年５月２１日 印刷
平成１４年５月２１日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円６３４
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